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１ ．はじめに


































3） ₅,₀₀₀円以下である。以上、措置法施行令₃₇条の ₅ ①。
4） また、措置法施行令₃₇条の ₅ ②には、その他交際費等とはならないものとして















他方、交際費等課税が成立する要件として、 ₂ 要件説9）、 ₃ 要件説10）との対立
があるものの現在では、 ₃ 要件説の方が法文の文言により忠実な見解であると
5） 厚生労働省　医薬・生活衛生局の平成₃₀年税制改正要望事項において、措置法₆₁の ₄ の
₂ 年間延長要望が次のようになされている。「…本税制措置は、飲食店等の需要を喚起
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により、近年の経済情勢には明るい兆しも見えつつあるものの、これを着実かつ本格的
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な景気回復の軌道に繋げられる
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ように、中小企業が大部分を占める飲食店等への消費の
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拡大を通じた経済の活性化を引き続き図る必要がある
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がわかる
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。
6） 平成₂₆年度より現在まで₈₀₀万円に増えている。平成₂₁年度より「緊急経済対策
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贈答その他これらに類する行為であることを加えて交際費等に該当性を与えたものが
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。当該裁判例として東京高裁平成₁₅年 ₉ 月 ₉ 日判決、判例時報₁₈₃₄号、同
じく「萬有製薬事件」の控訴審判決
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の費用
④ 　得意先、仕入先その他事業に関係のある者
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助金、寄附金、広告料、購読料等の名目で支出する金品に係るもの
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厚生費、給与等、景品引換券付販売等による得意先に交付する景品の費用
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は除くもの
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また、措置法通達₆₁の ₄ ⑴－ ₁ には、逆に、交際費等に含まれない事実とし
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　 　事業に直接関係のない者に対して
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金銭、物品等の贈与をした場合、寄附
金とするのは原則、金銭でなした贈与である
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が、①社会事業団体、政治団
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体に対する拠金
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、②神社祭礼等の寄贈金は除く
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。ただし、個々の実態によ
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り判断すべきでもある
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は交際費等には該当しない
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。
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費等とはしない
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銭又は事業用資産を交付する場合のその費用は交際費等に該当しない
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。た
だ、当該支出が交際費等の負担額であれば、その負担額の部分のみ交際費
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等となる
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。










 措置法通達₆₁の ₄ ⑴－ ₈
⑧　広告宣伝費と交際費等との区分
　 　不特定多数の者に対する宣伝的効果を意図する
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ものは広告宣伝費の性質
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を有する
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もので次の事実があるものは交際費等とはならない


















 以上　措置法通達₆₁の ₄ ⑴－ ₉
⑨　福利厚生費と交際費等の区分
　 　社内の行事に際して支出される金額等で次の事実があるものは交際費等
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とはならない
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該法人の利害に関係のある者
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及び当該法人の役員、従業員、株主等も含む
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ことに留意する。
 以上　措置法通達₆₁の ₄ ⑴－₂₂
⑪　交際費等の支払方法
　 　法人の支出する交際費等は、当該法人が直接支出した交際費等であると
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間接支出した交際費等であるとを問わない
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薬事件」がある。その他のものとして「オートオークション事件（東京高裁平成 ₅ 年 ₆ 月₂₈




























・東京地方裁判所　平成₂₁年 ₇ 月₃₁日 判決16） （棄却・控訴）
・東京高等裁判所　平成₂₂年 ₃ 月₂₄日 判決17） （控訴棄却・上告）
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に支払った金額との差額
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右翼団体の議長（＝総会屋）でも知られていること
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。さらにＢ法人は、本来
16） 税務訴訟資料 第₂₅₉号 -₁₄₃ 税務大学校H・P。
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掃業務を実施することはなく、Ｈが、Ｋ又はＢ若しくはこれら委託を受けた
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
法人との間で再委託契約をし、本件清掃業務を実施し、その差額金額は年間
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18）。
 　他方、優待入場券については、Ｘが運営する遊園施設に無償で入場し、施



























4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
むしろ課税権の濫用である
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。
　 　さらに、ＸからＢに対して支払われた本件清掃業務委託料は、その価格
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見積りに照らせば、至極妥当な価格であり、その差額が交際費等に該当し
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ないことは明らかである
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、本件清掃業務についてはＨに委託をし、本件業務委託
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料差額についてはＢに支払うように装って、その実質経営者である乙に支
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払っている
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の相手方、行為の態様を全て満たしている
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有力者であることから地元対策費の目的を持ってなされたものというべき
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銭の支払いを行ってきたことについては、形式的
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にはＢとの間の清掃業務
に係る業務委託契約に基づくものであるが、実質的には、Ｂの実質経営者
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である乙の社会的な立場を前提に、その影響力をＸの事業の遂行、管理等
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に利用すべく、Ｂを介し乙に経済的利益を提供して乙との関係を良好に保
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つものとしてなされたもの
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で、いわば、乙に対する謝礼、贈答の趣旨でさ
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目的及び支出に係る行為に照らして、交際費等に当たると認めることがで
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当
該行為が、交際費等が成立する
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的とした支出である
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は何ら仕事はせず
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例という具体例で示したことは評価できる
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係のある者
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金」として処分された事例
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⑷　裁決の要旨
　Ｙの処分を取り消す。
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とはいえない






円以下の飲食であれば、交際費等には該当しない（措置法₆₁条の ₄ ④ ₂ 号－平
成₂₆年以降－）。よって、本件パーティー費用もその範囲内であることから、
Ｙの更正処分は妥当ではない
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といえる。他方、それがＸの主張する広告宣伝
費であったとすれば、それらは一般消費者を対象（措置法通達₆₁の ₄ ⑴－ ₉ ）
として支出するものでなければならず、この点ではＸの主張も退けられよ
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性格にある
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、卒業後の○○教室開設を睨みＸの当該修了生に
対する親睦を密にする行為であるともいえる。そしてこの行為が接待・供応
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ということになることが十分に考えられる
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、裁決が下されている。で
は、この差はどこにあるのであろうか
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。それは事業にかかる人的事実関係に









・水戸地方裁判所　平成₂₇年 ₁ 月₂₉日 判決26） （棄却・控訴）










26） 税務訴訟資料 前掲（注₁₆）第₂₆₅号 -₁₅。
27） 税務訴訟資料 前掲（注₁₆）第₂₆₅号 -₁₂₈。
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は、株式会社ＢにＸの従業員を出向させて給与負担収入を受領することを主
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確認できる証拠資料がなく、使途が明らかでありません

















4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
その調査により、当該申告書に係る課税標準等又は税額等を構成する






























4 4 4 4 4
帳簿書類の提出を求め、また、本件商品券の配布先やその記録、本件
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金員につき交際費として経理処理をした経緯等の調査をしている
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として損金算入とはならないものである
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。その理由は、損金算入額
は、事業の遂行上、必要と認められるものでなくてはならないからで
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であることから交際費等とは認め
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ず、使途不明金として課税をしたものである
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。また、ここでは、その使途を
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かの検討する前に、その使途に着目し、損金の額に算入しないことを判断し
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実態を精査しなければならない
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者が、一般消費者に対して
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支出する金品は、広告宣伝費となること。
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　 　さらに、福利厚生費は、社内行事に際して支出される金額等で、従業員
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等に一律に供与される











　 　さらに、事例 ₂ は、上述した ₃ 要件には立ち入らず、その使途を精査
し、実質的にそれが「使途不明金」であることを明らかにしている。
　 　このように交際費等課税の成立要件に「 ₃ 要件説」が大きくかかわる。
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Taxation in Relation to Entertainment Expenses
 Hirofumi Kami
ABSTRACT
The purpose of this study is to examine the attributes of taxable 
expenses, speciﬁcally entertainment expenses.　Pertinent questions 
about tax expenses and tax policy are addressed, among other things.　
Additionally, tax denotation is deﬁned in order to conﬁrm and state the 
extent of entertainment expenses.　This study also examines existing 
case-laws and court cases （ i.e., case studies）, concepts of current tax 
laws, and further examples that reveal the attributes of taxable expenses.
ʻExpensesʼ and other categories have been classiﬁed and deﬁned in 
detail by provisions in the laws, regulations, and circulars.
To be established as true expenses, the three requirements must be 
met.
　₁. Destination of expenditure
　₂. Act
　₃. Purpose of expenditure
The measures of Directive also organizes much in the area of the 
stated category and other related categories, but those provisions are 
determined objectively to present facts and are not determined on the 
individual basis.　For this reason, the decision of determining true 
expenses is brought about by the Tribunal, or is based on court cases and 
case laws; thereby being the source of difﬁculty plaguing tax expenses.
It is requested, when analyzing the nature of tax expenses, to 
emphasize the objective reality rather than focusing on the conduct of 
the parties.　In other words, due diligence involves focusing on the 
objective reality to consider the presence or absence of arbitrariness and 
reasonableness of the expenditure.
Keywords： entertainment expenses; the Act of real;  
①destination of expenditure, ②Act, ③ the purpose of the 
expenditure aspect; the laws, regulations and circulars
JEL Classiﬁcation Number：K₃₄.
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